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１．本研究の問題関心

平成30年7月豪雨：被害の広域性と多様な主体間の連携

‐ 市町村、消防、自衛隊、NGOなど多様な組織による広域支援

‐ 真備町の1135名が総社市の避難所40箇所に避難（総社市）

‐ 広域避難と要配慮者問題は洪水氾濫対策の論点として浮上

既往研究：大規模地震における自治体間の相互応援が中心。

‐ NPO/NGOを含め網羅的に災害対応組織の支援連携方法を検

討したものは限られる。

目的：岡山県における要配慮者支援に関わる組織を対象に、

・連携や情報共有の実態や課題を明らかにし、

・広域支援のあり方について検討する。 1



被災した13府県では、高齢者福祉施設や障がい者福祉施設が合計

242施設被害。計695名の要配慮者が他の社会福祉施設や病院、自

宅等へ避難 (全国社会福祉協議会 2018)。

岡山県は、その他の施設や病院、自宅に避難した要配慮者数が

332名と多く、全被災地域の約半数にのぼる（全国社会福祉協議会 2018)。

要配慮者の支援については、医療・福祉関連組織の支援における

役割や課題が検討されてきた（田原・北川・高山 2012、藤野・三上・岩淵ほか 2014） 。

‐ 医療・福祉の組織の担い手だけでなくいかに他組織と連携し、

外部の支援を効率的に受ける際にどのような調整が必要かと

いう点が重要。

２ 医療・福祉の支援が必要な要配慮者対応に関する調査
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支援組織間の調整がいかに行われたかという視点から、
平成30年7月豪雨の要配慮者支援組織の連携状況に着目



倉敷市と総社市内の災害対応組織に対して、災害時の連携状況

についてのインタビュー調査を実施した。

調査方法

表1.調査状況
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インタビュー項目

①活動内容

②平時からの取り組み

③連携状況

連携していた組織、きっかけ

調整内容、連携時の課題

④要配慮者への支援において工

夫した点や課題

インタビュー
実施日

対象 人数

倉敷市役所　男女共同参
画課(平成30年7月豪雨当
時：避難所担当）

1

NPO法人　九州キリスト
災害支援センター

1

2019/8/22
特定非営利活動法人　難
民を助ける会

1

2019/8/29 倉敷市社会福祉協議会 2

2019/9/17 総社市役所　危機管理課 1

2019/10/13 岡山NPOセンター 4

2019/10/18 倉敷市保健所 3

2019/5/23



多様な外部団体による支援

 過去の被災地で経験のある支援団体からの支援
‐ 倉敷市社会福祉協議会、災害対応経験が豊富な支援組織の
助言により、災害ボランティアセンターの運営を委託。

‐ 倉敷市社会福祉協議会では被災地域を回る業務や後方支援
に集中できたと振り返っている。

組織と組織をつなぐキーパーソンの存在
‐ 支援に携わる団体を決定する際には、平時から地域で活動

している、あるいは発災直後に地域へ入ったNPO法人や中間
支援組織の紹介により、避難所の支援にあたる組織を決定
していた。

‐ 全国から集まった支援組織については、発災後初めて知っ
たという。
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支援組織間の連携

避難所単位での組織間調整の実施
‐ 倉敷市役所では、避難所ごとに市職員がリーダーとして中

心的な役割を果たし、他市町村の応援職員、NPO法人等の支

援組織、施設管理者である学校が参加する会議を開催。

過去の被災地で経験のある支援団体からの支援
‐ 「おかやまネットワーク会議」では、各避難所で活動した

組織が避難所の状況を共有し、会議の場でパワーポイント

上に打ち込み、情報が蓄積された。

‐ 避難所支援に全体状況を把握し、支援が不足している避難

所を把握し、支援先とマッチングする場となった。

‐ 倉敷市役所は「ネットワーク会議から出る情報がありがた

かった」、倉敷市社会福祉協議会は「日頃繋がれない方々

とつながった」と振り返っている。
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支援組織間の情報把握・情報の優先順位づけが困難

‐ 多くの支援組織が活動し業務に追われる中で、支援組織の情

報を把握が困難だった。

‐ 情報不足に加えて、倉敷市社協では、情報が上がりすぎてい

たために、整理し優先順位をつけることも難しかった。

支援組織間の連携における課題
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広域避難における情報共有：市町村間の情報共有が困難

‐ 発災時より倉敷市からの避難者を受け入れていた総社市で

は、長期にわたり、他市の避難者を受け入れることが初め

ての経験であり混乱状態にあった。

‐ 倉敷市と情報共有の内容・方法、避難所の費用をどちらが

負担するか、職員はどの程度派遣するべきかなど、事前に

取り決めておきたかったと振り返っている。



避難所での情報共有会議の実施

‐ 要配慮者支援を主に行っていた避難所では、毎朝、避難所内

で情報共有会議が開催された。

‐ 看護師、巡回保健師、県保健師、市役所職員、リハビリテー

ションに関する専門職団体等が参加。

‐ 避難者の健康状態と退所後の生活の見通しについて共有。対

応が必要な場合対応可能な団体へ引き継ぎが行われていた。

‐ 当時避難所運営に携わっていたNPO法人九州キリスト災害支援

センターは、熊本地震時に支援団体同士の情報共有できず支

援に繋がらなかった経験から会議を実施を判断した。

‐ 一方、外部の医療や福祉に関する専門職団体が入れ替わり立

ち代わり避難所を訪問し、避難者の健康状態について質問し

たことが避難者のストレスとなっていた。

医療・福祉分野の支援組織における連携
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連絡会議の立ち上げ

‐ 医療に関する支援組織間の情報共有の機会として、倉敷市保

健所で倉敷保健復興連絡会議（第一回：7月9日）が行われた。

‐ 災害対応経験のある他県の日赤からの助言から立ち上げ

‐ 会議には、備中保健所、市内外の医療の専門職ボランティア

や専門職団体が参加。過去の災害において、経験のある団体

が参集した。

‐ 会議では、日頃から交流のあったと医師会とは、特に連携が

スムーズに取れたという。

‐ 一方、事前の計画では、医療に関する本部機能は計画では、

県に設置されるとされていた。しかし、今回市保健所が運営

する倉敷保健復興連絡会議が本部機能を持ったために、県と

市の指揮命令系統が不明確となったことが課題となった。
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医療・福祉分野の支援組織における連携



被災地域内外をつなぐキーパーソンの存在

‐ 平時から県内外の多様な専門性を有する支援団体や行政と交

流していた岡山NPOセンターは、県内外の組織をマッチング

する役割を担った。

災害対応経験のある支援団体による経験の共有

‐ ネットワーク会議・避難所の情報共有会議の仕組み作り

‐ 災害ボランティアセンターの運営

‐ 医療の支援団体による連携会議の実施

広域避難を想定した平時の連携が必要

‐ 広域避難が想定される場合、避難する側と避難の受け入れ側

の市町村間で、災害時情報共有を行うにあたりとるべき対応

の検討が必要。

考察
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３ 外国人対応に関する組織への調査

岡山県は外国人が集住している県ではない。

＝＞ 岡山県在住外国人：28,158人（2019年1月1日現在）

倉敷市 〃 6,120人

（人口比率は1.27%。全国平均2.09%）

技能実習資格の増加と国籍の変化はトレンド

技能実習者＝30.7% ＞ 全国平均10.8%

(岡山県,2019） （法務省,2019)。

国籍：オールドカマンや日系ブラジル人⇒東南アジア

とりわけベトナム人が増加。総社市：中国人を抜き最多。
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問題関心

①ハブになるキーパーソンや団体に注目

-管理団体、受け入れ企業、国際交流団体が社会との結節に重

要な役割を果たしている（宋 2015)。

②：消防防災と多文化共生との連携に注目

‐ 災害時における外国人対応には消防の立場、多文化共生政策
の立場と観光客としての外国人を扱う立場の３つの流れ（中
村、2017)。

‐ 外国人は高齢者・障がい者と並んで避難時に配慮が必要な対
象と認識

‐ 地域で共生していく住民として外国人を捉え、外国人は支援
の対象のみならず、翻訳や避難所運営など支援側になる。

‐ 部門間の協働は重要と指摘。
11



調査方法：インタビュー

インタビュー項目

①活動内容

②キーパーソン

③消防防災と多文化共生

との連携

④平時からの取り組み

調査概要

表2. インタビュー対象

加えて、表1の機関
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総社市：多言語コールセンターの立ち上げ

・多言語コールセンターを立ちあげ。

・隣接市の外国人が、多文化共生推進員に個人的に支援要請

罹災証明の取得などに同行。応援要請なし

岡山県国際交流協会の対応：情報収集と多言語化

‐ 多言語支援センターは未開設

‐ 被災市町村に連絡を取るが、「避難所に外国人がいない」

‐ 高梁市：断水を韓国語へ翻訳依頼＋観光客に宿を紹介

‐ 県の国際課と総社市人権まちづくり課、倉敷市国際課の３者

が外国人支援を話し合い、目次を多言語化。

平成３０年７月豪雨災害での外国人の状況と対応
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総社市：外国人防災リーダー養成研修開催

平成25年度～、2019年10月現在 20名登録

自助・共助の担い手として、行政とも連携できる人材の養成

・多文化共生：外国人防災リーダー登録後も年４回ミーティング

・消防防災：講師として連携。

岡山県国際交流協会：行政組織の連携

・県主催の「地域国際化推進連絡協議会」（年1回）に参加

・「岡山県地域国際化推進団体連絡協議会」を年２回開催

岡山市、倉敷市、総社市の多文化共生部署が参加。

・消防防災部署との連携はなかった。防災のテーマはあり。

平常時の組織連携
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総社市人権・まちづくり課外国人職員

- エスニックコミュニティの中心人物であり、東日本大震災後に

外国人支援を市に発案

‐ 市がその発案に応じ、外国人防災リーダーへ。さらに職員へ

‐ 訓練などを通して危機管理課と連携

岡山県国際交流協会

‐ 平常時、外国人団体などの理事として運営に関与

岡山市外国人市民会議、岡山フィリピンサークルなど

‐ 岡山大学留学生担当が国際交流協会の理事に。

留学生が地元の小学生との交流会を実施。

‐ 今回の豪雨災害後、組織連携を強化

ハブとなるキーパーソン、団体とのつながり
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多文化共生部署以外の組織には、外国人の被

災者の把握は困難

エスニックコミュニティのリーダーなどは避

難所にいない外国人の細かい情報を持ってい

るため、つながりをつくることが必要。

総社市はキーパーソンとのつながりがあるた

め外国人のニーズを把握、対応できた。

その過程で、多文化共生と消防防災の連携が

必要

考察
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必要性① 外部組織の災害対応の経験の活用

- 蓄積・経験のある支援組織の助言が被災地で活用

情報共有の仕組み作り／熊本の国際交流支援財団の助言によ

る目次のみ翻訳

必要性② 被災地内の専門組織のノウハウやネットワー

クが有効

‐ 平常時には、医療や福祉、多文化共生、エスニックコミュニティ

など組織との接触が多い。

‐ このような組織を通じてニーズ汲み取るが適切な支援に

総括：組織連携の必要性
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